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職員が，仕事と生活の調和を図りながら，それぞれの能力や持ち味を発揮して，効率よ

く、協働して仕事に取り組むことのできる雇用環境の整備するため，次のように行動計画

を策定する。 

 

１．計画期間 平成２４年３月１６日～平成２７年３月１５日までの ３年間 

 

２．内容 

 

 

 

＜対策＞ 

 ●平成２４年 ３月～ 拘束時間・所定労働時間・所定外労働時間の現状を把握 

●平成２４年 ７月～ 拘束時間・所定労働時間を短縮。就業時間チャイムの導入。 

●平成２５年 １月～ 所定外労働時間の事前承認ルールの明確化 

所定外労働時間を自己管理できるよう出勤簿の改定 

 ●平成２６年 １月～ 業務効率化に向けた各種取り組み 

 

 

 

 

＜対策＞ 

●平成２４年 ３月～ 年休取得状況の把握，年休取得推奨日の指定 

●平成２４年 ９月～ 年休取得手順の明確化，年休の時間単位取得制度の導入 

 ●平成２５年 １月～ 年休取得日数を自己管理できるよう出勤簿の改定 

 

 

 

 

＜対策＞ 

●平成２４年 ３月～ 就業状況の把握 

●平成２４年 ７月～ 拘束時間の見直し，終業時間の前倒し 

 ●平成２４年 ９月～ 産前産後・妊娠中の通院・育児介護休業等に関する規則および

様式の整備，短時間勤務制度・所定外労働免除制度の導入 

 ●平成２５年１１月～ 育児・介護休業者の職場復帰プログラムの整備 

 ●平成２６年 １月～ 利用者のヒヤリング等により，制度の柔軟化を検討 

 

目標３：妊娠，出産，育児をしながら，安心して働き続けられる体制を整備する 

目標１：時間管理や働き方の見直しにより、拘束時間，所定労働時間を短縮すると

ともに，所定外労働時間を削減する 

 

目標２：年休取得手順を明確化し，年休の取得推奨日および時間単位取得制度の導

入により，年次有給休暇の取得を推進する 


